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大気中微小粒子状物質等検討会 〔第２回〕 

対策事例調査経過報告 

中央復建コンサルタンツ株式会社 

１．対策事例の収集状況 

(1) 各分野における対策・施策の収集状況 

ＰＭ2.5・光化学オキシダント前駆物質の削減対策・施策の収集状況を表 1.1～1.2 に示す。 

表 1.1 ＰＭ2.5・光化学オキシダント前駆物質の削減対策・施策の収集状況（１／２） 

発生源 分類 対策・施策名 
物質別対策効果の有無 

ＮＯＸ ＳＯＸ ＰＭ ＮＨ３ ＶＯＣ 

大規模固定

煙源 

燃料転換 

ヒートポンプ（重油・ガス

から電化へ転換） 
○ ○ ○   

下水熱利用ヒートポンプ ○ ○ ○   

吸着・集塵 

バグフィルター  ○ ○   

乾式電気集塵機   ○   

湿式電気集じんシステム

（ＮＨ３注入中和法） 
 ○ ○   

湿式電気集じんシステム

（溶解塩噴霧法） 
 ○ ○   

民 生 

燃料転換 

ガスエンジンコージェネレ

ーション 
○ ○ ○   

ガスヒートポンプエアコン ○ ○ ○   

低ＶＯＣ製品 

水性塗料     ○ 

エアゾール噴射剤     ○ 

無溶剤系接着剤     ○ 

蒸発系固定

発生源 

燃料蒸発ガス

低減対策 

燃料蒸発ガス低減対策 

（ＳＴＡＧＥⅡ） 
    ○ 

燃料蒸発ガス低減対策 

（ＯＲＶＲ車） 
    ○ 

駐車時燃料蒸発ガス対策 

（Ｃキャニスタ―） 
    ○ 

塗料・塗装 

水性塗料への転換     ○ 

粉体塗装への転換     ○ 

エア静電スプレー     ○ 

印刷 
紫外線硬化型(ＵＶ)インキ     ○ 

ＶＯＣ低減インキ     ○ 

クリーニング 溶剤回収機能付き乾燥機     ○ 

その他 

カリフォルニア消費者製品

累積的規則 
    ○ 

カットバックアスファルト

の製品改良 
    ○ 

調剤及び化粧品の製造     ○ 

石油天然ガス産業（一時的

な排出） 
    ○ 

半導体製造プロセスの改良     ○ 

（注）表中の「○」は、定量的な排出削減効果を把握できていることを示す。 

資料４-２  
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表 1.2 ＰＭ2.5・光化学オキシダント前駆物質の削減対策・施策の収集状況（２／２） 

発生源 分 類 対策・施策名 
物質別対策効果の有無 

ＮＯＸ ＳＯＸ ＰＭ ＮＨ３ ＶＯＣ 

蒸発系固定

発生源 
その他 

ＶＯＣ処理機能付きマイクロ

ガスタービンコージェネレー

ションシステム 

    ○ 

貨物タンク船ＶＯＣ削減シス

テム 
    ○ 

工業用接着剤の代替及び改良     ○ 

ベーカリー等の触媒燃焼     ○ 

自動車 

削減プロ

グラム 

乗用車排出ガス削減措置（ＣＡ

ＲＢ） 
○  ○   

低公害車 

電気自動車 ○  ○   

低排ガスディーゼル車（大型ト

ラック） 
○  ○   

低排ガスディーゼル車（大型路

線バス） 
○  ○   

ハイブリッド車 ○  ○   

天然ガス車 ○  ○   

ＬＰガス車 ○  ○   

船舶 

インセン

ティブ施

策 

ＥＳＩ（Environmental Ship 

Index） 
○ ○ ○   

グリーンアウォード ○ ○ ○   

規制関係 

燃料油規制 ○ ○ ○   

港付近における船舶減速プロ

グラム 
○ ○ ○   

燃料転換 

排ガス抑

制 

低硫黄燃料油、Ａ重油等 ○ ○ ○   

ＬＮＧ船 ○ ○ ○   

スクラバー  ○    

陸電（ショア・パワー） ○ ○ ○   

補助ディーゼル機関のクリー

ンエアエンジニアリング 
○ ○ ○   

タイミングリタード ○ ○ ○   

アンモニア 

製造 環境負荷低減アンモニア    ○  

畜産 
飼料用アミノ酸添加による家

畜の糞中窒素排出量の低減 
   ○  

（注）表中の「○」は、定量的な排出削減効果を把握できていることを示す。 

 

(2) 対策・施策の概要 

各分野（大規模固定煙源、民生、蒸発系固定発生源、自動車、船舶及びアンモニア発生施設）におけ

る対策・施策の概要及び実績・普及見込みを表 1.3～1.8 に示す。 
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【大規模固定煙源】 

燃料転換技術として、工場・事業場の給湯器、空調機等のヒートポンプ（電化）、下水熱利用のヒ

ートポンプの導入が挙げられる。排気ガスの吸着・集塵技術としては、バグフィルター、乾式及び

湿式の電気集じんシステムが挙げられる。 

表 1.3 対策・施策の概要等（大規模固定煙源） 

分類 対策・施策名 概 要 実績・普及見込み 

燃
料
転
換 

電化（ヒートポ

ンプ） 

・ 給湯器、空調機等の燃料を重油・ガ

スから電化（ヒートポンプ）に転換

する。 

・ ヒートポンプは外気温が低い場合、

性能低下となるが、技術開発の進捗

により2030年頃からは寒冷地でも普

及が進むと見込まれている。 

・ 業務用販売台数は 2006 年度に約

1,700 台／年、2011 年度には約 5,000

台／年まで増加している。 

・ ヒートポンプ・蓄熱センターの推計

では、業務用ヒートポンプは、2020

年頃から導入が進み、2030 年頃に上

限に達すると見込まれている。 

下水熱利用ヒ

ートポンプ 

・ 既設の下水道管路内の下水熱を回収

し、ヒートポンプで冷暖房、給湯、

消融雪等に利用する。 

・ 重油・ガスを用いるボイラーとのハ

イブリッド（補助熱源）としても利

用可能である。 

・ 民間事業者による未処理下水熱利用

は、平成 23 年 4 月の都市再生特別措

置法等の改正により可能となった。 

・ 東京都では、後楽一丁目地区（1994

年～）、新砂三丁目地区（2001 年～）

での地域冷暖房事業が挙げられる。 

・ その他、仙台市や新潟県十日町市、

愛知県豊田市などの一部の都市で試

験的に導入が図られている。 

・ 欧州では、スイスやドイツを中心に、

2011 年度時点で、110 地点（計画含

む）への導入が実施されている。 

吸
着
・
集
塵 

バグフィルタ

ー 

・ フィルター（ろ布）により、排出ガ

ス中のダストをろ過捕集（限界粒径

0.1μm 程度）する。 

・ 集塵効率は 90～99％と非常に高い。 

・ 一方で圧力損失が大きいことやサブ

ミクロン粒子の集じん率が比較的低

いなどの課題がある。 

・ 安定かつ高い集塵効率のため、ばい

煙規制法、大気汚染防止法の制定・

強化等に伴い、多くの工場、事業場

で導入されている。 

・ 現在では、より微小領域での集塵効

率の向上や圧力損失が改善された製

品・システムが流通し始めている。 

乾式電気集じ

んシステム 

・ 放電部と集じん極板を有する集じん

部により、排出ガス中のダストを静

電捕集（限界粒径 0.1μm以下）する。 

・ 集塵効率は概ね 90％以上と高いが、

メンテナンスの不備等で極端に低下

する場合もある。 

・ バグフィルターと比較して、設置コ

ストは高価であるが、メンテナンス

にかかる作業、時間及びランニング

コストは少ない。 

・ 処理ガス流量が多い工場等では、ト

ータルコストがバグフィルターより

小さくなるといわれている。 

湿式電気集じ

んシステム・Ｎ

Ｈ ３注入中和

法 

・ ガス状ＮＨ３を集塵装置の上流煙道

内に注入し、ＳＯ３ガスと反応させて

硫酸アンモニウムを生成させ、ＤＥ

ＳＰで捕集する。 

・ 国内の高Ｓ分残渣油プラントへの適

用は 1998 年で、それ以来、国内 10

プラント以上で採用されている。 

・ 高濃度ガスを対象とした長期間の稼

働に課題がある。 

湿式電気集じ

んシステム・溶

解塩噴霧法 

・ 平均粒径0.08μmのＳＯ３ミスト捕集

を目的として、溶解塩噴霧と脱硫装

置及び湿式電気集じん装置を組み合

わせた処理システムである。 

・ ＮＨ３注入中和法に比べ、超高濃度

（ＳＯ３:100ppm）でも機能する。 

・ 2007 年から実機プラントで第１号機

が稼働中であり、高濃度ＳＯ３除去技

術として実証されている。 

・ 技術的に幅広い分野での普及拡大の

可能性があるが、コストの高騰がネ

ックになると想定される。 
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【民 生】 

・ 燃料転換技術として、家庭用ガスエンジンコージェネレーションユニット、ガスヒートポンプ

エアコンが挙げられる。 

・ 低ＶＯＣ製品として、水性塗料、低光化学反応性エアゾール、無溶剤系接着剤が挙げられる。 

表 1.4 対策・施策の概要等（民生） 

分類 対策・施策名 概 要 実績・普及見込み 

燃
料
転
換 

家庭用ガスエ

ンジンコージ

ェネレーショ

ンユニット 

・ 天然ガスを利用して内燃機関（ガス

エンジン）で発電を行い、発生した

熱を給湯ユニットや空調に活用する

システムである。 

・ 石油燃料使用時に比べて、ＮＯＸ は

約 50～70％の削減、ＳＯＸについて

は、ほぼ 100％除去可能である。 

・ 2003 年頃からガス会社等での販売実

績が増えている。 

・ 約５年毎に技術面の向上・見直し（小

型化、高効率化、負荷追従制御の採

用等）が図られていることから、今

後の普及拡大が期待される。 

ガスヒートポ

ンプエアコン 

・ 内燃機関を使用した室内外の空気か

らのくみ上げ（暖熱）、くみ下げ（放

熱）の繰り返しにより、冷房・暖房

を行うシステムである。 

・ ＧＨＰは、東京都における中小企業

者向け省エネ促進税制の導入推奨機

器として、法人事業税・個人事業前

の減免対象となっている。 

・ 1985 年頃から販売実績があり、学校

や事業所、病院等での導入事例が多

い。 

・ 概ね１～５年毎に新製品の開発が行

われていることから、普及拡大が期

待される。 

低
Ｖ
Ｏ
Ｃ
製
品 

水性塗料 ・ ＴＶＯＣ（総揮発性有機化合物）の

含有率１％未満の屋内・屋外両用の

塗料である。 

・ 東京都ＶＯＣ対策ガイド[建築・土木

工事編]（平成 25 年６月）において

低ＶＯＣ塗料として挙げられている

JIS 認証取得製品である。 

・ 2017 年現在で、国内の公共建物（旧

多摩聖蹟記念館等）において、導入

実績がある。 

・ 公共建物だけでなく、住宅の外装・

内装にも使用可能であり、塗替え施

工も比較的容易であることから、普

及拡大が期待される。 

低光化学反応

性エアゾール

噴射剤 

・ ＧＷＰ（地球温暖化係数）や光化学

反応性が低いトランス－１，３，３，

３－テトラフルオロプロペンが原料

の噴射剤である。 

・ ＥＰＡのＶＯＣ規制におけるオゾン

生成能の指標で評価されており、Ｍ

ＩＲ（最大増加反応性）及びＰＯＣ

Ｐ（光化学オゾン生成能）が従来の

噴射剤と比較して非常に低い。 

・ アメリカで煙感知器点検スプレーや

医薬品（軟膏）のスプレー化に対応

している。 

・ 2010 年頃から販売、流通、使用が開

始されている。 

・ 多様なエアゾール製品への適用・普

及が見込まれる。 

無溶剤系接着

剤 

・ 無溶剤タイプの接着剤（アクリル樹

脂系エマルション形）で、ＪＩＳ Ｆ

取得製品かつＪＡＩＡ ４ＶＯＣ基

準適合製品となっている。 

・ 当該接着剤は、東京都ＶＯＣ対策ガ

イド[建築・土木工事編]でも低ＶＯ

Ｃ製品（水性接着剤）として示され

ており、ＶＯＣ含有量が３％（溶剤

系だと 40～80％）と低い。 

・ 多くの用途に応じたアクリル樹脂系

エマルション形の接着剤が複数開発

されている。 

・ 無溶剤系接着剤としての汎用性は高

く、普及しやすい製品だと考えられ

る。 
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【蒸発系固定発生源】 
・ 燃料蒸発ガス低減対策として、ＳＴＡＧＥⅡ、ＯＲＶＲ車の普及及びチャコールキャ

ニスタ―の導入が挙げられる。 

・ 塗料・塗装分野では、水性塗装、粉体塗装への転換、エア静電スプレーが挙げられる。 

・ 印刷分野では、紫外線硬化型インキ及びＶＯＣ低減インキへの転換が挙げられる。 

・ クリーニングでは、溶剤回収機能付き乾燥機の導入が挙げられる。 

・ その他では、ＶＯＣの発生を抑制するための製品改良、製造過程での抑制及びガスタ

ービン等の浄化設備などＵＳＥＰＡで実績のある施策・技術が多数みられる。 

表 1.5(1) 対策・施策の概要等（蒸発系固定発生源） 

分類 対策・施策名 概 要 実績・普及見込み 

燃
料
蒸
発
ガ
ス
低
減
対
策 

燃料蒸発ガス 

低減対策 

（ＳＴＡＧＥⅡ） 

 

・ 自動車に給油する際に発生する燃

料蒸発ガスを給油機にて回収する。 

・ 給油機に蒸発ガスの吸引装置を設

置し、給油機が燃料蒸発ガスを回収

して地下タンクに貯蔵又は液化し、

車両への給油に再利用する。 

・ 国内大手メーカーではＤ型（自動車

への給油時、ＳＴＡＧＥⅡ）とＬ型

（ローリーから地下タンクへの補

給時、ＳＴＡＧＥⅠ）がある。 

・ ＶＯＣ排出削減率は 99％以上であ

る他、給油時のガソリン臭や引火の

危険性の低減、資源の有効利用面で

も効果がある。 

・ 第 13 次報告 1）では、ＳＴＡＧＥⅡ

の費用対効果は、使用期間７年で約

13 万円／トン（給油所年間販売量

1,000 トン以上）とされている。ま

た使用期間が 14 年を超えると、規

模の大きい給油所（年間販売量

2,000 トン以上）では費用対効果が

マイナス値（利益が出る）になって

いる。 

・ 第 13 次報告 1）では、ＳＴＡＧＥⅠ

については、都市部を中心に 14 都

府県市において条例によって、対策

導入の義務付け・指導が実施され、

現状において更なる対策を講じる

必要性は乏しいとされている。 

・ また、ＳＴＡＧＥⅡについては、法

的規制によらない手法（業界による

自主的取り組み）により導入を促進

することが適当とされている。 

・ 都市部では懸垂式の給油所も多い

（都内では 30～40％程度）ことか

ら、海外で導入事例があるような懸

垂式の対応機器についても今後の

普及が見込まれる。 

燃料蒸発ガス 

低減対策 

（ＯＲＶＲ車） 

・ 自動車側に大型のガソリンベーパ

ー回収装置を搭載し、給油時のＶＯ

Ｃ放出を抑制する。 

・ 自動車の給油時、走行時、駐車時、

あらゆる場面でガソリンベーパー

の回収が可能である。 

・ 第 13 次報告 1）では、ＯＲＶＲ車の

費用対効果（費用が１台あたり

10,000 円）は、約 64 万円／トン（Ｖ

ＯＣ・駐車時含む）とされている。 

・ ＯＲＶＲの導入が義務付けられて

いる米国では、90％以上の普及率が

ある。 

・ 第 13 次報告 1）では国内での導入に

ついては、既往の規制、基準等との

不整合やそれによる技術的課題が

多いことなどから積極的な導入は

見送る方針となっている。 

（注）1.「今後の自動車排出ガス低減対策のあり方について（第 13 次報告）」 
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表 1.5(2) 対策・施策の概要等（蒸発系固定発生源） 

分類 対策・施策名 概 要 実績・普及見込み 

燃
料
蒸
発
ガ
ス
低
減
対
策 

自動車駐車時

燃料蒸発ガス

対策（チャコー

ルキャニスタ

ー） 

・ 駐車中の自動車の燃料タンクから、温度

変化によって発生する燃料蒸発ガス及

び燃料配管等から透過により発生する

燃料蒸発ガスを抑制する。 

・ 具体には活性炭を封入した回収装置（チ

ャコールキャニスター）を車両に搭載さ

せ、燃料タンクからの蒸発ガスを吸着す

るとともに、燃料配管の材質を変更する

ことにより、燃料ガスの透過を抑制す

る。 

・ 第 13 次報告 1）では、チャコールキャニ

スターの費用対効果は、約 130 万～150

万円／トン（ＶＯＣ・ＤＢＬ）とされて

いる。 

・ 国連において、日欧主導で規制強

化に向けて調整中である。 

塗
料
・
塗
装 

水性塗料への

転換 

・ 屋内（外）塗装用の塗料を溶剤系塗料か

ら水性塗料に転換することにより、ＶＯ

Ｃ排出量を大幅に削減する。 

・ ホルムアルデヒド対策とともに低ＶＯ

Ｃ対策製品も製品化されており、超低Ｖ

ＯＣの水性塗料も開発・販売されてい

る。 

・ 超低ＶＯＣ製品のＴＶＯＣ（総揮発性有

機化合物）は 0.1％以下であり、汎用エ

マルションペイントの 2～5％に比べ大

幅なＶＯＣ削減となる。 

・ 欧米での水性塗料の普及率は80％

以上である。 

・ 日本塗装工業会資料によると、

2013 年度の水性塗装の比率は、建

物（建築塗料）で 63.5％、建築資

材（主にライン塗装）で 77.7％と

なっている一方、構造物（重防食

塗装）については 4.8％にとどま

っている。 

粉体塗装への

転換 

・ 粉末塗料は、有機溶剤を含まず、固形分

のみの塗料であるため、ＶＯＣが発生し

ない。 

・ 塗料回収装置を導入すると非塗着塗料

の回収、再利用が可能であり、塗料費が

４割程度削減可能である。ただし、専用

の塗料ブースを導入することになるた

め、初期投資（2,000 万円程度が）必要

になる。 

日本塗装工業会資料によると、2013

年度の粉体塗装の比率は、建物（建築

塗料）で 3.4％、建築資材（主にライ

ン塗装）で 1.9％、構造物（重防食塗

装）については 3.2％となっている。 

エアスプレー

からエア静電

スプレーへの

転換 

・ 通常のエアスプレーでは、塗着ロスが生

じるため、高塗着型のスプレーガンを使

用することで、塗着効率が向上し、ＶＯ

Ｃ排出量を抑制する。 

・ 高塗着型のスプレーガンとして、静電型

があり、被塗物を（＋）極、噴霧状にし

た塗料を（－）極に帯電させ、電気的に

塗料を被塗物に吸着させる方法である。 

・ ＶＯＣ排出抑制効果として、10～50％程

度が期待できる。 

・ 日本塗装機械工業会資料による

と、2017 年度第１四半期における

静電塗装機の出荷台数は、国内向

けが 447 台、海外向けが 678 台で

あり、前年同時期と比較し、国内

向けはほぼ横ばい、海外向けは

118％と増加している。 

・ 国内向けにおいても毎年確実に販

売実績が蓄積されており、普及が

進みつつあるものと推測される。 

（注）1.「今後の自動車排出ガス低減対策のあり方について（第 13 次報告）」 

  



 

 7 
 

表 1.5(3) 対策・施策の概要等（蒸発系固定発生源） 

分類 対策・施策名 概 要 実績・普及見込み 

印
刷 

紫外線硬化型

（ＵＶ）インキ

への転換 

・ ＵＶインキは、溶剤の揮発による乾

燥システムではなく、紫外線(ＵＶ)

で硬化させるタイプのインキである

ため、ＶＯＣの揮発量を大幅に削減

できる。 

・ 速乾性で最終製品までの仕上がりが

早い、印刷直後に裁断・加工ができ

る等の長所がある。 

・ オフセット印刷の一部で利用が進ん

でいたが、最近では、短納期ニーズ

のあるパンフレット印刷等でも採用

が進んでいる。 

・ ＵＶ印刷インキの2012年度における

国内需要は、約 11,000 トンと推計さ

れるが、全印刷インキ需要の数パー

セントに留まっており、ＵＶインキ

の特徴が活かせる用途に採用されて

いるのが現状である。 

・ 今後も新たな材料開発も含めて拡大

と成長は続くものと予測され、特に

ＵＶインクジェット印刷がサイン・

ディスプレイ用途等へ急速に広まっ

ている。その一方でＵＶ 印刷による

環境負荷を減らす努力はより一層重

要になってきており、そのための新

たな材料の提案も多くなされてきて

いる。 

ＶＯＣ低減イ

ンキへの転換 

・ 従来のインキから揮発しにくい植物

油等のノンＶＯＣ原料を多く含むイ

ンキに代えることでＶＯＣの排出を

抑制できる。 

・ 植物油は常温で揮発しにくく、印刷

物上で高分子化して固化する特徴が

あり、この特徴を用いてＶＯＣ原料

である石油系溶剤の一部を植物油に

置き換えてＶＯＣ低減を図る。 

印刷インキ工業連合会が実施したアン

ケート（2016 年調べ）によると、環境対

応型平版インキの生産割合は、植物油イ

ンキが全体の 95.2％を占めている。 

ク
リ
ー
ニ
ン
グ 

溶剤回収機能

付き乾燥機の

導入 

・ ドライクリーニング工場において、

溶剤回収装置のない乾燥機から溶剤

回収機能付き乾燥機に転換すること

で、乾燥時に被服物から揮発するＶ

ＯＣ量を削減する。 

・ ＶＯＣ削減効果として、約 80％が期

待できる。 

・ 90％以上の溶剤の回収が可能である

ため、クリーニング液の使用量削減

になり、その分コスト削減となるメ

リットがある。 

・ 2007 年時点であるが、国内のドライ

クリーニング機は 38,524 台であり、

そのうち石油機は 33,620 である。石

油溶剤の使用設備のうち、乾燥機を

設置している施設が 28,495、その中

で溶剤回収装置を持つ施設は 7,800

となっている。 

・ すなわち、石油溶剤使用の乾燥機に

おける回収機能をもつ割合は約 27％

（=7,800/28,495）となっている。 
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表 1.5(4) 対策・施策の概要等（蒸発系固定発生源） 

分類 対策・施策名 概 要 実績・普及見込み 

そ
の
他 

2010 年修正案

を踏まえたカ

リフォルニア

消費者製品累

積的規則 

・ 消費者製品を分類分けし、ＶＯＣ削減の

ための５つの基準（制汗剤、塗装、ヘア

スプレー等製品）が採択され 1990 年の

レベルから累積で 50％削減された。 

・ それぞれの基準が改正される中で、2006

年に制定されたカリフォルニアの消費

者製品の規則では、80％のカテゴリーか

らのＶＯＣ排出の削減に向けて、長期間

の公約が求められる。 

・ 制御効率：50％ 費用対効果：$3,498 

(2006$/ton reduced) 

・ カリフォルニア州において、1990

年に消費者製品を5つの分類ごと

に、ＶＯＣ制限の基準が設定され

た。 

・ 以降、2015年までの間に14回改正

を繰り返している。 

カットバック

アスファルト

製品改良 

・ カットバックアスファルト（アスファル

トと揮発性石油混合材）の改良品の使用

や製造過程の改良により一時的なＶＯ

Ｃの排出を削減する。 

・ 制御効率：100％ 費用対効果：$24 

(2006$/ton reduced) 

・ 南東ペンシルべニア州において28

の利害関係者同士で構成される団

体で推奨されている。 

・ カナダ等北米や日本国内において

もＶＯＣを抑制したカットバック

アスファルトが使用されている。 

調剤及び化粧

品の製造 

・ 抗生物質、ビタミン、植物、生物学的商

品等の化学薬品の製造過程に対する規

則であり、機器条件と操作条件のコンビ

ネーションが必要である。 

・ 機器条件では、例えば反応炉、蒸留コラ

ム、晶析装置、または遠心分離機等の制

御装置が必要となる。 

・ 操作条件では、生産工程やトラックから

貯蔵タンクへの移送時のＶＯＣ排出制

限に重点が置かれている。 

・ 制御効率：90％ 費用対効果：不明 

・ カリフォルニア州南海岸（オレン

ジ郡、ロサンゼルス都市部、リバ

ーサイド、サンベルナディーノ郡）

を対象に1980年に採択されてい

る。 

・ 以降、1999年に改正され、継続中

の施策である。 

石油天然ガス

産業-一時的な

排出 

・ 石油ガス設備における源泉や地下室か

らのＶＯＣの排出を削減する。 

・ 本規則は、沿岸の油田、地下室、掘削、

回収、分離、貯蔵過程が対象となる。 

・ 制御効率：14％ 費用対効果：$2,648 

(2006$/ton reduced) 

カリフォルニア州南海岸（オレンジ

郡、ロサンゼルス都市部、リバーサイ

ド、サンベルナディーノ郡）を対象に

2004年に採択、2015年に改正された継

続中の施策である。 

半導体製造プ

ロセスの改良 

・ 溶解洗浄操作、フォトレジスト操作、溶

解洗浄操作のための施設、低／無-ＶＯ

Ｃ溶媒、もしくは承認された排出制御シ

ステムが求められる。 

・ 回路基盤、構成部品の製造に起因するＶ

ＯＣ排出が対象となり、抵抗器、トラン

ジスタ、半導体、コイル、変圧器の電子

機器塗装も発生源分類に該当する。 

・ 制御効率：53％ 費用対効果：$9,591 

(2006$/ton reduced) 

カリフォルニア州南海岸（オレンジ

郡、ロサンゼルス都市部、リバーサイ

ド、サンベルナディーノ郡）を対象に、

1988年に採択、1995年までに4回改正

された継続中の施策である。 

（注）制御効率は、連邦ベースライン（規制値等）からの削減率を示す。 
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表 1.5(5) 対策・施策の概要等（蒸発系固定発生源） 

分類 対策・施策名 概 要 実績・普及見込み 

そ
の
他 

ＶＯＣ処理機

能付きＭＧＴ

コージェネレ

ーションシス

テム 

・ ＭＧＴ（マイクロガスタービン）に

吸引されたＶＯＣをタービン内で最

大 850℃の高温で燃焼し、燃焼過程で

90％以上を浄化する。 

・ 排熱回収蒸気ボイラー前段の触媒で

残りのＶＯＣを酸化処理することに

より、処理システムとして 98％以上

のＶＯＣを浄化する。 

・ 2006年に開発され、米国では2017年

現在、コミュニティ施設、食品、製

紙、電気機器、印刷、高機能フィル

ム、接着剤工場等、様々な施設での

導入事例がある。 

・ 日本国内の上記分野でも幅広い普及

が期待される。 

貨物タンク船

ＶＯＣ削減シ

ステム 

・ 貨物タンク船における荷積み、貯蔵、

輸送時に発生するＶＯＣを抑制する

ことができる。 

・ 貨物による液圧が蒸気圧よりも低い

状態になるとＶＯＣが発生するた

め、反キャビテーションバルブを使

用し、ＶＯＣの発生を抑制する。 

・ 開発者による実験段階であり、本格

的な導入実績は確認されていない。 

・ 様々な船種に適用可能であるため、

今後世界的に普及していくと推測さ

れる。 

工業用接着剤

の代替及び改

良 

・ 工業用接着剤の代替品や製品改良を

行うことにより、ＶＯＣ排出量を削

減する。 

・ 主に水性及び不燃性の接着剤、ＵＶ

硬化または反応性希釈剤接着剤の使

用が必要とされている。 

・ 制御効率：73％ 費用対効果：$3,534 

(2006$/ton reduced) 

・ カリフォルニア州南海岸（オレンジ

郡、ロサンゼルス都市部、リバーサ

イド、サンベルナディーノ郡）を対

象に、1989年に採択されている。 

・ 以降、2017年までに14回改正された

継続中の施策である。 

ベーカリー等

の触媒燃焼 

・ ベーカリーに触媒酸化剤を搭載する

ことで、パンを焼く際に排出される

エタノールを酸化して希釈（浄化）

する。 

・ 触媒焼却は320～650度の低温設定で

の制御効率が高い。 

・ 制御効率：40％ 費用対効果：$2,359 

(2006$/ton reduced) 

・ サンフランシスコベイエリア及びカ

リフォルニア州南海岸（オレンジ郡、

ロサンゼルス都市部、リバーサイド、

サンベルナディーノ郡）を対象に、

1991年に採択され、1995年に改正さ

れている。 

・ 1992年に技術文書がＥＰＡにおいて

作成されており、米国において広く

普及していると推測される。 

（注）制御効率は、連邦ベースライン（規制値等）からの削減率を示す。 
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【自動車】 
・ 自動車排出ガスの削減プログラムとして、ＣＡＲＢにおける乗用車排出ガス削減措置（ばい煙チ

ェックの強化〔ＢＡＲ〕、廃車の増大、改質ガソリン）がある。 

・ 低公害車については、各メーカーによる技術開発が進められているとともに、各分野（物流、公

共交通及び作業車等）において、国、自治体、業界団体等による流通・利用促進のための取り組

みが進められている。 

表 1.6 対策・施策の概要等（自動車） 

分類 対策・施策名 概 要 実績・普及見込み 

排
出
削
減
プ
ロ
グ
ラ
ム 

乗用車排出ガ

ス削減措置（総

合的な施策） 

 

・ ＣＡＲＢにおける乗用車排ガス削減

措置としてばい煙チェックの強化

（ＢＡＲ）、廃車の増大、改質ガソリ

ンプログラムの改善が掲げられてお

り、これらの各汚染物質の排出削減

量は、ＮＯＸが 14.4ｔ/ｄ、ＶＯＣが

17.7ｔ/ｄ、ＰＭ（直接排出）で 0.3

ｔ/ｄとなっている。 

・ カリフォルニア州サウスコースト地

区でのＮＯＸの主要な排出源である

移動発生源に重点が置かれた。 

・ ＥＵでは、使用過程車に対するチェ

ック、廃車及び改善装置の設置に関

する削減措置が実施されている。 

低
公
害
車
（
大
型
車
） 

電気自動車 ・ 電 動 の 大 型 ト ラ ッ ク が 初 公 開

（2017.7）。総重量は26トンで、最大

積載時の航続距離は200キロメート

ルに達し、2020年以降の量産化が目

標とされている。商用車世界最大手

メーカー（ドイツ） 

・ 国内大手メーカーでは、小型電気ト

ラック（総重量６トン）の実証が欧

州で続けられている。 

・ 米国の電気自動車（ＥＶ）メーカー

でも電気トラック参入を表明してい

る。 

クリーンディ

ーゼル車 

（大型・中型） 

ポスト新長期規制対応のエンジンの改

良と排出ガス後処理装置の性能向上によ

り、燃費性能を確保したまま2016年排出

ガス規制に適合している。 

国内大手メーカーの実績によると、大

型車販売台数は 10,000台/年、中型車販

売台数 18,000台/年となっている。 

クリーンディ

ーゼル車 

（大型路線バ

ス） 

ポスト新長期規制対応のエンジンの改

良により、2016年排出ガス規制に適合し

ている。車両総重量14トン超のＡＭＴ車

で平成27年度重量車燃費基準+15％を達

成する大型車も存在する。 

国内大手メーカーの実績によると、大

型路線バス販売台数は600台/年程度とな

っている。 

ハイブリッド

車 

・ 内燃機関、電動機を効率良く駆動さ

せるハイブリッドエンジンにより 

低排出ガス、低燃費を実現できる。 

・ 複数の動力源を組み合わせることか

ら、特に大型車については、システ

ムの軽量化が求められている。 

商用ハイブリッド車としては、大型路

線バスから中型、小型トラック、観光バ

ス、貨物車にまで応用され、2015年時点

では大型トラックまで発展している。 

天然ガス車 天然ガスの特性に合わせた専用設計に

より、天然ガス専用のＣＮＧ車（圧縮天

然ガス）が主流となっている。 

 

・ 国内ではＣＮＧ車の排ガス技術指針

値（ＮＯＸ：0.5g/kwh、ＳＰＭはゼロ）

を下回る性能の大型バスが代表的。 

・ 海外ではガソリン等との切り替えが

可能なバイフュエル車も多い。 

ＬＰガス車 ディーゼル車（３ｔ積）に比べ、ＮＯＸ

の排出量は20％（0.01g/kWh）、浮遊粒子

状物質（ＳＰＭ）は検出限度以下

（0.002g/kWh）、ディーゼル排気微粒子や

炭化水素も微量である。 

現在、日本における普及台数は約24万

台であり、大部分がタクシー（全体のお

よそ８割）やトラックなどの業務用車両

となっている。 
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【船 舶】 

・ インセンティブ施策として、ＥＳＩ（Environmental Ship Index）制度、グリーンアウォード

があり、国内の港でも実施されている施策である。 

・ 規制関係（規制遵守または自主規制）の施策としては、燃料油規制、船舶減速プログラムがあ

り、これらに対応する燃料転換・排ガス抑制技術として、低硫黄燃料油・Ａ重油等への転換、

ＬＮＧ船の導入、スクラバーの導入、陸電（ショアパワー）の整備、補助ディーゼル機関のク

リーンエアエンジニアリング及びタイミングリタードの導入が挙げられる。 

表 1.7(1) 対策・施策の概要等（船 舶） 

分類 対策・施策名 概 要 実績・普及見込み 

イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
施
策 

Ｅ Ｓ Ｉ

（Environment

al Ship Index）

制度 

・ 船舶からの大気汚染物質、温室効果

ガスの排出削減を目的に、ＷＰＣＩ

（世界港湾気候イニシアチブ）が環

境負荷の少ない船舶を測定評価し、

環境船舶指数（ＥＳＩ値：船舶から

のＮＯＸ排出量、使用燃料中の硫黄

分、陸電供給設備の有無等）を認証

する。ＥＳＩ参加港湾は、各船舶の

ＥＳＩ値に基づき入港料の減免等の

メリットを与える制度である。 

・ 東京湾にＥＳＩ制度を導入した場合

の費用対効果はＮＯＸで 668 千円/t、

ＳＯＸで 307 千円/t、ＣＯ２で 5千円

/t-CO2という試算事例がある。 

・ ＥＳＩ参加港湾は、ロスアンゼルス

港、ロッテルダム港、ハンブルク港、

東京港、横浜港等である。 

・ 東京港湾では、グリーンンシップイ

ンセンティブとして、ＥＳＩ値 20ポ

イント以上のコンテナ船等の外航船

に対し、ＥＳＩ値に応じた入港料を

30～50％減免している。 

グリーンアウ

ォード 

・ 環境に優しく安全な船を運航・管理

する者に報奨を与えることにより、

品質の高い船舶の来航を図るインセ

ンティブ認証プログラムである。 

・ 船舶の環境対策や安全対策を目的

に、グリーンアウォード財団が作成

した検査項目（大気汚染物質等の環

境問題全般、安全対策やクオリティ

など 50 項目以上）に基づき審査を行

い、合格者には証書を発行する。 

・ 横浜港では、グリーンアウォード財

団の認証を受けた外航船について

は、入港料の 15％減免というインセ

ンティブを与えている。 

・ オランダのロッテルダム港では、グ

リーンアウォード財団の証書を所持

しているＬＮＧ船に対し、入港料の

減免（６％）を行っている。 

規
制
・
自
主
規
制 

燃料油規制 ・ 硫黄分0.5％以下或いは0.1％以下の

燃料使用義務が課せられる。 

・ ＭＡＲＰＯＬ条約改正により、我が

国では 2020 年から硫黄分 0.5％以下

の燃料規制が開始される。 

・ ＥＵ（北海・バルト海）、北米、北米

カリブ海では、2015年からＥＣＡ（排

出規制水域）で0.1％低硫黄燃料油規

制を開始している。 

・ 北米ＥＣＡの一部であるカリフォル

ニア州水域（24海里以内の水域）で

運航する船舶については2014年１月

より実施されている。 

港付近におけ

る船舶減速プ

ログラム 

・ 寄港する船舶に対して、付近 40 マイ

ル（約 74 キロメートル）、もしくは

付近 20 マイル（約 37 キロメートル）

の洋上ではスピードを12ノット以下

に減速し、排気ガス量を抑制する。 

・ ロサンゼルス港、ロングビーチ港（ア

メリカ）等で導入されている。 

・ ＮＯＸで年間 25.6ｔ以上の削減効果

があったとされている（2016 年サン

タバーバラ港での実績） 
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表 1.7(2) 対策・施策の概要等（船 舶） 

分類 対策・施策名 概 要 実績・普及見込み 

燃
料
転
換
・
排
ガ
ス
抑
制 

燃料転換（低硫

黄燃料油、Ａ重

油） 

使用する燃料を従来の重油から硫黄分

の少ない燃料へ転換することにより、エ

ンジンから排出されるＳＯＸ、ＮＯＸ等を

削減する。 

 

【排出削減効果（Ｃ重油からの転換）】 

＜Ａ重油＞ 

ＮＯＸ10％、ＳＯＸ80％、ＣＯ２9％ 

＜低硫黄燃料油（0.5％）＞ 

ＮＯＸ10％、ＳＯＸ80％、ＣＯ２9％ 

＜低硫黄燃料油（0.1％）＞ 

ＮＯＸ10％、ＳＯＸ80～96％、 

ＣＯ２9～12％ 

・ ＥＵにおいては、ノルウェー、スウ

ェーデン、フィンランド、ドイツ等

を中心に20港以上で低硫黄燃料

（0.1％以下）が流通。 

・ 北米では、ニューオリンズ、モービ

ル、ニューヨーク、モントレー等で

低硫黄燃料（0.1％以下）が流通。 

・ 中国、韓国、シンガポールでも低硫

黄燃料（0.5％以下）が流通している。 

・ 現在運航する船舶の多くは、粘性の

低い低硫黄燃料の使用を前提に設計

されていないため、現行船舶の燃料

転換という意味ではＡ重油への転換

が効率的だと考えられる。 

燃料転換（ＬＮ

Ｇ船） 

・ 使用する燃料を従来の重油から硫黄

分を含まないＬＮＧ燃料へ転換する

ことによりエンジンから排出される

ＳＯＸ（概ね100％）、ＮＯＸ（約80％）

を削減する。 

・ 従来の２～３倍の大きさの燃料タン

クや再液化装置などエンジン以外の

設備投資が必要である。新造時の価

格は従来の15～50％増である。 

・ 従来使用していたバンカリングイン

フラを使用できないため、新たに同

インフラの整備が必要である。 

・ 韓国ではＬＮＧ燃料の供給装置、燃

料タンク政策の技術開発などの開発

計画を策定し、ＬＮＧ燃料船に対す

る、取得税を減免している。 

・ シンガポールでは、長期的視点から

のＬＮＧバンカリング拠点化（ＬＮ

Ｇ供給施設の整備、ＬＮＧ船建造に

対する補助、入港料免除など）の推

進が行われている。 

スクラバー ・ 排気ガスに洗浄水を高拡散で噴霧し

て接触面積を増やし、滞留した液滴

に硫黄酸化物（ＳＯＸ）を吸収させて

除去する（除去率は98％）。 

・ ＳＯＸを大幅に除去できることから、

費用対効果は非常に高いと考えられ

ている。課題であった現行船舶への

設置のためのコンパクト化や低価格

化も進んでいる。 

・ 一方で、排水処理に課題がある。 

・ スクラバー搭載船舶は世界で約210

隻となっている。そのうち、1～3.5

万トン未満の船舶に最も多く搭載さ

れ、その割合は約50％である。フィ

ンランド、ノルウェー船籍が60％を

占める。 

・ 搭載されているスクラバーのメーカ

ーについては上位２社（スウェーデ

ン、フィンランド）で約50％を占め

ている。 

陸電（ショア・

パワー） 

・ 停泊時に船内発電機エンジンを停止

し、陸上側より必要な電力を供給す

ることにより、停泊中の船舶からの

排ガスを削減する。 

・ ＮＯＸ、ＰＭ、ＳＯＸ、ＶＯＣについ

ては約94～97％（2.7％S重油に対す

る削減比）、ＣＯ２は60％の削減量と

なっている。 

・ 北米では、ロスアンゼルス、ロング

ビーチ島でコンテナ船、アラスカの

ジュノー、シアトル島では大型客船

向けの陸電の受電が実施されてい

る。 

・ ＥＵでは、ヨーテボリ、リューベッ

ク等での実績がある。 

・ 国内では、東京港（竹芝ふ頭）、大阪

南港、北九州港、苫小牧港、函館港

での実証実験事例がある。 
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表 1.7(3) 対策・施策の概要等（船 舶） 

分類 対策・施策名 概 要 実績・普及見込み 

燃
料
転
換
・
排
ガ
ス
抑
制 

補助ディーゼ

ル機関のクリ

ーンエアエン

ジニアリング

（METS-1） 

・ このシステムは、船舶のスモークス

タック上に配置され、排出される微

粒子（ＰＭ）、ＮＯＸ、ＳＯ２等の汚染

物質の90％以上を捕捉処理する。 

・ 触媒セラミックフィルターシステム

の世界最大のサプライヤー（米国）

によって開発された。 

・ ＣＡＲＢでは、2006年に港湾及び製

品輸送のための排出削減計画が承認

され、2020年までに停泊中の排出量

を80％削減する目標となっている。 

・ その規制による排出削減手段とし

て、船上に設置された装置も含まれ

るため、当該技術は有効であり、普

及拡大が見込まれている。 

タイミングリ

タード 

・ 燃料ポンプの制御のタイミングを遅

らせ、燃焼時の噴霧の燃焼温度を低

下させることにより、ＮＯＸ排出を削

減（削減率：10～30％）する。 

・ 東京湾を対象として、既存船へのタ

イミングリタード装置導入の補助を

行った場合の費用対効果は、ＮＯＸで

1,241千円/tという試算事例がある。 

・ 導入実績について不明であるが、既

存船への導入に適しているとされ

る。 

・ 比較的安価であるため、導入費用の

補助内容によっては、普及の拡大が

見込まれる。 

 

【アンモニア】 

アンモニアの排出削減対策については、アンモニア生成プラントの残存量を低減させる技

術や、家畜飼料の工夫による削減技術が挙げられる。 

表 1.8 対策・施策の概要等（アンモニア） 

分類 対策・施策名 概 要 実績・普及見込み 

製 
造 

環境負荷低減

アンモニア 

・ 使用済みプラスチックを原料とした

環境負荷低減型のＮＨ３及び高純度

水素精製技術である。 

・ 開発された触媒により、残存ＮＨ３濃

度は従来の70,000ppmから1,000ppm

まで減少できる（550℃）。 

・ アンモニア分解装置・除去装置、水

素精製装置を組み合わせることで、

燃料電池自動車用水素燃料製造が可

能となる。 

・ 戦略的イノベーション創造プログラ

ム（国立研究開発法人科学技術振興

機構）により、2018年度まで10N㎥/h

規模のシステム実証試験を実施中。 

・ その後、ステーション実証、サテラ

イト式、オンサイト式の実証試験が

予定されている。 

畜 

産 

飼料用アミノ

酸添加による

家畜の糞中窒

素排出量の低

減 

・ ＮＨ３の主な発生源として、家畜排泄

物や化学肥料の施肥が挙げられ、家

畜排泄物の窒素削減はＮＨ３の直接

的な削減として期待できる。 

・ 飼料用アミノ酸で不足したアミノ酸

を補うことで、動物の体内でアミノ

酸利用効率が改善されるため、排泄

窒素量を軽減する。 

・ 排泄物中の窒素量を25～50％削減、

アンモニアは50％の削減が実証され

ている。 

・ 欧米諸国に比べ、日本での普及は進

んでいない。 

・ 飼料用アミノ酸（リジン、スレオニ

ン、トリプトファン）として商品化

されており、今後の普及拡大が期待

される。 
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２．費用対効果の分析方針 

（1）費用対効果分析の考え方 

対策や規制に関する費用対効果分析の考え方を表 2.1 に示す。 

表 2.1 費用対効果分析の考え方 

項 目 内 容 

対 象 

・ 事業所レベルでの個々の対策 

・ 社会全体（或いは行政管轄区域）に網がかかる規制 

・ 社会全体（或いは行政管轄区域）に網がかかる法律・政策・条令 

影響範囲 
直接的影響に加え、政策決定において考慮すべき副次的影響や間接的影響も含

む。特に重要だと考えられる影響が網羅されるように注意する。 

分析対象 

期間 

・ 対策等の導入によって生じる費用及び効果をすべて計上できるように十分な

長さの期間を設定する。 

・ 例えば、規制遵守のための設備投資を行う場合にはその設備の寿命を、目標達

成年度が定められている場合は、その期間を含むように設定する。 

ベース 

ライン 

・ 分析対象の対策等がなかった場合をベースラインシナリオとして、分析対象の

対策等を実施した場合の対策シナリオと比較する。 

・ これは当該対策等がない場合を最も的確に示すものであるべきである。 

・ ベースラインを設定する際には、ベースとするモデルの前提条件（例えば、工

場・事業所の規模、稼動状況、排出ガス量等）を明確にする。 

費 用 

・ 費用は「遵守費用」「行政費用」「社会的費用」に大分される。 

・ 費用の推計は、ベースラインと「当該対策等の新設又は改廃を行った場合に生

じる費用」とを比較することによって行う。 

効 果 
効果の推計は、費用と同様にベースラインと「当該対策等の新設又は改廃を行っ

た場合に生じる効果」とを比較することによって行う。 

（注）「社会経済分析ガイドライン」（独立行政法人 産業技術総合研究所）、「規制の政策評価の実施に関する      

ガイドライン」（総務省 政策評価各府省連絡会議了承）から作成 

 

出典：「規制の事前評価の費用・便益分析における定量化の手法に関する調査研究」 

（平成 22年１月、総務省） 

図 2.1 費用の考え方 
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（2）費用対効果分析の例 

ＰＭ2.5対策等の費用対効果分析の事例を表 2.2 に示す。 

表 2.2 ＰＭ2.5対策等の費用対効果分析の事例 

文献・資料名 検討分野 検討範囲 
分析方法の概要 

（対策効果とコストの設定） 

「燃料蒸発ガス低減対策

の費用対効果（案）」（今

後の自動車排出ガス低減

対策のあり方について

（第十三次報告）概要、

環境省） 

駐車時蒸発ガス

対策 

全国のガソリン

燃料捕集車両数

＋軽自動車 

・ コスト、対策効果ともに、１Ｄ

ＢＬ（現行）がベースラインと

されており、２ＤＢＬ、３ＤＢ

Ｌとの差分に基づき費用対効果

が算出されている。 

・ 蒸発ガスの発生量は、都道府県

ごとに破過発生割合に破過発生

時の排出量を乗じて算出されて

いる。 

ＯＲＶＲ車 全国の給油時蒸

発ガスの発生量 

・ 対策効果、コストともにゼロベ

ースの設定となっている。 

・ 回収効率 95％として、給油時蒸

発ガスと駐車時蒸発ガス（３Ｄ

ＢＬ）の削減量を推計している。 

ＳＴＡＧＥⅡ １給油所当たり 

（平均的な給油

機数、平均的な費

用） 

・ 国内で最も普及が進んでいる液

化回収方式が想定されている。 

・ 対策効果、コストともに同社製

品の比較により算出されてい

る。（ＶＯＣ回収効率は 55％） 

・ ＶＯＣ発生量は年間販売量から

ＶＯＣインベントリにおける推

計手法で算出されている。 

海外の対策事例と費用対

効果―カリフォルニア州

の取り組みを中心として

―（東京都シンポジウム

資料） 

ＣＡＲＢの提案

する排出削減措

置〔ばい煙チェ

ックの強化、消

費者製品プログ

ラム、廃車の増

大、オフロード

ＲＶ車の排出基

準拡大、改質ガ

ソリンプログラ

ム等〕 

カリフォルニア

州或いはサウス

コースト地区な

ど 

・ カリフォルニア州では、大気汚

染低減措置の採用に際して費用

対効果を考慮する明示的に求め

られている。 

・ コストの算出は、直接的算出の

ほかに、費用効果の推定と排出

削減を掛けあわせて間接的に行

っている場合もある。 

・ 各種対策の削減効果が示されて

いるが、ベースラインの設定が

不明である。 

「東京港における効果的

な船舶排出ガス削減策の

検討」（一般財団法人 計

量計画研究所 研究活動

報告 2015） 

船舶における各

種対策〔燃料転

換、タイミング

リタード、スク

ラバー、ＳＣＲ、

ＤＰＦ等〕 

東京港湾 ・ 各種対策効果は、ベースライン

に対する削減率として設定され

ている。 

・ 燃料転換についてはＣ重油を基

準とし、スクラバー等のハード

技術についてはゼロベースがベ

ースラインとなっている。 

・ コストについては規制遵守費用

のみが計上されている。 
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（3）本調査での分析方針 

本調査で想定する対策の費用対効果分析の概略フローを図 2.2 に示す。 

 

図 2.2 本調査で想定する費用対効果分析の概略フロー 

対策・施策効果（Ｅ）の算出 対策・施策コスト（Ｃ）の算出

費用対効果分析
排出１単位削減費用（Ｃ／Ｅ）

対策・施策モデルの設定（対策・施策ごとに設定）

【大規模固定煙源、ＶＯＣ発生施設】
１工場当たり・１事業場当たり、稼働設備１機当たり

【自動車・オフロード】１台当たり
【船 舶】１港湾当たり、稼働施設１機当たり
【民 生】１世帯当たり、消費者１人当たり

対 象

分析対象期間 • 対策技術の耐用年数や対策・施策効果の及ぶ年数

ベースライン
• ベースラインシナリオの設定（基準となる効果、コスト）
• 前提条件の設定（対象の規模、稼動状況、排出ガス量等）

効果・費用
• 効果：ＰＭ2.5、光化学オキシダント前駆物質の排出削減量

• 費用：各対策・施策の規制遵守費用（直接費用）

ＰＭ2.5、光化学オキシダント
前駆物質削減量の算出

（施策・対策時とベースラインの比較）

ＰＭ2.5、光化学オキシダント
前駆物質の削減量（トン／年）

イニシャルコスト・ランニングコストの算出
（施策・対策時とベースラインとの比較）

割引率・価値化方法（年価値or現在価値）の考慮

対策・施策コスト（円／年）


